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１．平成24年２月期の業績（平成23年２月21日～平成24年２月20日）
（１）経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年２月期 4,028 4.9 480 0.4 509 0.1 244 △18.0
23年２月期 3,838 △11.1 478 △24.2 509 △23.4 297 △21.7

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益

自己資本 
当期純利益率

総資産 
経常利益率

売上高 
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年２月期 62 58 62 09 6.8 11.8 11.9
23年２月期 76 28 75 78 8.8 12.5 12.5

(参考) 持分法投資損益 24年2月期 －百万円 23年2月期 －百万円

（２）財政状態
総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

24年２月期 4,431 3,659 82.2 934 61
23年２月期 4,190 3,545 84.3 905 79

(参考) 自己資本 24年2月期 3,644百万円 23年2月期 3,532百万円

（３）キャッシュ・フローの状況

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による 
キャッシュ・フロー

財務活動による 
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物 
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

24年２月期 505 △322 △117 2,324

23年２月期 369 △96 △117 2,258

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額 
(合計)

配当性向
純資産 
配当率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年２月期 － － 0 00 － － 30 00 30 00 116 39.3 3.3

24年２月期 － － 0 00 － － 30 00 30 00 116 47.9 3.2

25年２月期
(予想)

－ － 0 00 － － 30 00 30 00 41.8

３．平成25年２月期の業績予想（平成24年２月21日～平成25年２月28日）
(％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり 
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 1,950 7.7 120 146.1 135 101.2 70 2,485.9 17 95

通 期 4,100 － 500 － 520 － 280 － 71 79



  

 

 
  

・この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点におい
て、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了していません。 

  

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的
であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性が
あります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付
資料２ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。 

  

４．その他
（１）重要な会計方針の変更
 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有
 ② ①以外の変更 ： 無

（２）発行済株式数（普通株式）
① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 24年２月期 3,900,000株 23年２月期 3,900,000株

② 期末自己株式数 24年２月期 236株 23年２月期 195株

③ 期中平均株式数 24年２月期 3,899,801株 23年２月期 3,899,833株

※ 監査手続の実施状況に関する表示

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
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（当期の経営成績） 

 2011年３月に発生した東日本大震災と原発事故の影響により、当事業年度におけるわが国経済はその活

動が停滞し、その後、緩やかに回復の傾向が見られたものの、欧州の金融不安や円高などにより、不透明

な状況が続いております。 

  当社を取り巻く経営環境といたしましては、上半期には東日本大震災による経営数値への影響があった

ものの、震災後に「家族の絆」や「人とのつながり」が見直される中、結婚というつながりをもとめるお

客さまからの当社へのお問い合わせが増加いたしました。その一方で、2011年10月に発表された国勢調査

の結果は、少子化へ向かう人口の推移とともに未婚化や晩婚化が進行しており、当社事業の社会的使命は

ますます重要になっております。 

  そのような環境の中、お客さまおよび社会の要請に確実に応えていくために、当社は、2010年度より進

めてまいりました「既存事業の再構築」「新しい事業・サービスの開発」「アジアでの事業展開」の取り

組みを更に深耕してまいりました。 

  

①「既存事業の再構築」 

  当事業年度においては、当社のサービスをより身近に感じていただくための取り組みとして、従来のオ

フィスビルへの出店に加え、商業施設への出店を推進いたしました。第１四半期には「ツヴァイ姫路」を

「イオンタウン姫路ショッピングセンター」に、「ツヴァイ旭川」を「イオン旭川ショッピングセンタ

ー」にそれぞれ移転活性化を実施いたしました。また、第４四半期には、「ツヴァイレイクタウン」（埼

玉県越谷市）を「イオンレイクタウンショッピングセンター」に新設いたしました。これよりお客さまに

当社のサービスを知っていただく機会の拡大を図るとともに、気軽にご相談いただける環境を作ることが

できました。 

  また、当事業年度においては、インターネット媒体を中心とした積極的な広告宣伝活動および新聞・テ

レビ等へのＰＲ活動を実施いたしました。あわせて組織の見直しを実施し法人団体契約企業への営業活動

を強化いたしました。 

  人口動態変化への対応として増加するシニア層の独身者に対してのサービスの充実を図るとともに、シ

ニア向けに出会いの機会を提供するサービス「ビギンズパートナー」を立ち上げ、シニア層のお客さまに

ご利用いただきました。この結果、50歳以上の新規入会者は81.2％増となりました。 

  これらの取り組みにより当事業年度における新規入会者は前期比26.8％増となりました。 

  

②「新しい事業・サービスの開発」 

  パーティ・イベント事業の「クラブチャティオ（※）」につきましては、事業の拡大に取り組みまし

た。新たに東京都中央区銀座にイベント専用会場を開設し、首都圏のパーティの強化を図りました。ま

た、首都圏以外でのパーティ開催にも取り組み、チャティオ登録会員数の増加と収益拡大に取り組みまし

た。 

  新たなサービスとしてご子息ご令嬢様をお持ちの親御さま向けに、お子様の幸せな結婚のきっかけ作り

の場として「親御さま交流会（親同士の代理お見合い事業）」を開始いたしました。 

  

※ クラブチャティオとは、ツヴァイの会員とは別の会員組織による婚活パーティ事業であります。

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析

㈱ツヴァイ（2417）平成24年２月期決算短信[日本基準]（非連結）

－2－



  
③「アジアでの事業展開」 

  アジアでの事業展開につきましては、タイ王国での結婚相手紹介サービス事業を開始するために、2011

年12月に現地法人を設立いたしました。また、同国でのサービスの開始に向けて、人材の確保・教育およ

びシステムの開発など営業準備を進めてまいりました。 

 タイ王国以外の地域につきましても調査を開始しており、今後のアジアでの事業展開の準備にも取り組

んでおります。 

  

  以上の結果、当事業年度の業績は、売上高は40億28百万円（前期比4.9％増）となりました。利益につ

きましては、営業利益４億80百万円（前期比0.4％増）、経常利益５億９百万円（前期比0.1％増）となり

ました。当期純利益は２億44百万円（前期比18.0％減）となりました。これは、特別損失として、資産除

去債務会計基準の適用に伴う影響額や震災による損失など57百万円計上したことによるものであります。

  

（次期の見通し） 

 次期の見通しにつきましては、日本経済は今後も不透明な状況が予想されますが、「お客さまの幸せを

創造し続ける企業」としての当社の役割や責任を充分認識し、引き続き中期経営計画に基づき「既存事業

の深耕」「新しい事業・サービスの開発」「アジアへの事業展開」に取り組んでいくことで、新しいお客

さまの創造を目指してまいります。 

 具体的には下記の取り組みを実施してまいります。 

  

①既存事業の深耕 

・各地域の法人団体契約企業や自治体との連携を強化・・・営業組織の見直しによる営業活動の強化

・新規出店および移転活性化の推進・・・ショッピングセンターをはじめとした商業施設への出店加

速 

・シニア層のお客さまへのサービスの充実・・・パーティメニューの開発やシニア専用アドヴァイス

窓口の設置 

  

②新しい事業・サービスの開発 

・パーティ・イベント事業であるクラブチャティオ事業の拡大 

・ライフサポート事業の取り組み 

・国内外でのウェディング事業の取り組み 

  

③アジアへの事業展開 

・タイ王国での営業開始・・・ショッピングセンターでの店舗事業モデルの確立とお客さまニーズへ

の迅速な対応 

  

 以上の取り組みの結果、次期の業績見通しにつきましては、売上高は41億円、営業利益５億円、経常利

益５億20百万円、当期純利益２億80百万円を見込んでおります。なお、2013年２月期には決算期の変更を

予定しており、12ヶ月８日の変則決算となります。 
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① 資産、負債及び純資産の状況 

（イ）資産 

流動資産は、前事業年度末に比べて１億12百万円増加し、29億51百万円となりました。主な要因

は、現金及び預金の増加額59百万円と売掛金の増加額29百万円によるものであります。 

固定資産は、前事業年度末に比べて１億29百万円増加し、14億80百万円となりました。主な要因

は、設備投資等による有形固定資産の増加額28百万円、株式の時価評価による投資有価証券の減少

額61百万円、関係会社株式の増加額87百万円、保険積立金の増加額55百万円によるものでありま

す。 

この結果、総資産は、前事業年度末に比べて２億41百万円増加し、44億31百万円となりました。

（ロ）負債 

流動負債は、前事業年度末に比べて77百万円増加し、５億46百万円となりました。主な要因は、

前受金の増加額60百万円、未払費用の増加額14百万円と設備関係未払金の減少額20百万円によるも

のであります。 

固定負債は、前事業年度末に比べて48百万円増加し、２億25百万円となりました。主な要因は、

資産除去債務の増加額51百万円によるものであります。 

この結果、負債合計は、前事業年度末に比べて１億26百万円増加し、７億71百万円となりまし

た。 

（ハ）純資産 

純資産は、前事業年度末に比べて１億14百万円増加し、36億59百万円となりました。主な要因

は、利益剰余金の増加額１億27百万円と株式の時価評価によるその他有価証券評価差額金の減少額

14百万円によるものであります。 

  

② キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べて65百

万円増加し、23億24百万円となりました。 

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（イ）営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果得られた資金は、５億５百万円（前期比136.8％）となりました。収入の主な内

訳は、税引前当期純利益４億52百万円、減価償却費１億26百万円、資産除去債務会計基準の適用に

伴う影響額37百万円、前受金の増加額60百万円であります。支出の主な内訳は、法人税等の支払額

１億76百万円であります。 

（ロ）投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果使用した資金は、３億22百万円（前期比335.6％）となりました。その主な要因

は、関係会社株式の取得87百万円、有形固定資産の取得98百万円、無形固定資産の取得70百万円、

保険積立金の積立55百万円による支出であります。 

（ハ）財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果使用した資金は、１億17百万円（前期比100.0％）となりました。その主な要因

は、配当金の支払額１億16百万円であります。 

（２）財政状態に関する分析
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
  

（注）１．自己資本比率：自己資本／総資産 

     時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

     キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

     インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

２．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

３．キャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオについては、有利

子負債はありませんので記載しておりません。  

  

当社は、株主の皆さまへの安定的利益還元を経営の最重要目標のひとつとして位置付けており、内部

留保の充実と財務体質の強化を勘案しつつ、配当性向30％を目標として株主の皆さまへの利益還元をし

ていきたいと考えております。内部留保資金については、新規営業所の出店、既存営業所の活性化改装

およびシステム投資のための設備投資資金等として活用し、事業基盤の強化拡大に努め、株主の皆さま

のご期待に応えてまいります。 

当事業年度の剰余金の配当につきましては、１株につき普通配当30円とさせていただくことを2012年

４月５日開催の取締役会にて決議いたしました。１株当たり当期純利益は、62円58銭でありますので、

配当性向は47.9％となります。なお、期末配当金の支払開始日（効力発生日）は2012年４月26日（木曜

日）からとさせていただきます。 

次期の配当につきましては、１株につき普通配当30円を予想しております。 

  

最近の有価証券報告書（2011年５月13日提出）における「事業等のリスク」から重要な変更がないた

め開示を省略しております。 

  

  

2008年２月期 2009年２月期 2010年２月期 2011年２月期 2012年２月期

自己資本比率 76.3 79.3 82.1 84.3 82.2

時価ベースの自己資本比率 75.9 56.2 66.7 71.9 66.9

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

－ － － － －

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

－ － － － －

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

（４）事業等のリスク
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 最近の有価証券報告書（2011年５月19日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会社

の状況」から重要な変更がないため開示を省略しております。 

  

当社は、「人間尊重の立場に立って新しい価値観を生み、人間的なつながりを大切にし、幸せな出会

いを創造し続け、未来のより豊かな社会づくりに貢献します。」という経営理念のもとに、「お客さま

の幸せを創造し続ける企業」として「一人でも多くの幸せなカップルをつくる」ことを目指します。 

  

当社は継続的な成長を目指し、その経営数値指標といたしまして、売上高営業利益率の10％以上の継

続実現を目標としております。また、効率分析の指標としてＲＯＡ（総資産経常利益率）ならびにＲＯ

Ｅ（自己資本利益率）を重視しております。ＲＯＥにつきましては、10％以上を目指してまいります。

  

①既存事業の深耕 

・商業施設への出店を加速し、よりサービスを身近に感じていただくための取り組みを進めてまいり

ます。 

・増加するシニア層に対する新たなサービスメニューを開発してまいります。 

・イオングループ企業を始め、各種法人団体契約企業、自治体との連携を強化してまいります。 

・マリッジコンサルタントの育成を通じて現場力強化を推進してまいります。 

  

② パーティ・イベント事業「クラブチャティオ」の拡大 

・全国規模での事業展開を加速し、新しいサービスメニューを開発してまいります。 

・専用会場の拡大による低コストのオペレーション体制を確立してまいります。 

  

③アジアでの事業展開 

・タイ王国での事業基盤を確立するとともに、他のアジア諸国へ展開してまいります。 

・アジア各国でウェディング周辺ビジネスを展開してまいります。 

  

④ 新たな事業領域拡大の取り組み 

・当社でご成婚された方々を中心に、結婚後のさまざまなライフシーンのお手伝いをするライフサポ

ート事業を構築してまいります。 

・ウェディング事業を更に発展させ、新たな収益の柱として育成してまいります。 

  

２．企業集団の状況

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略
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①成婚退会率（※）の向上 

 マリッジコンサルタント、アドヴァイザー、コーディネーターによる会員サポート体制の更なる充実

と、増加するシニア層に対するサービス強化を進めることで成婚退会率を向上させてまいります。 

  

②営業力の強化 

 トレーナー制度の充実によるマリッジコンサルタントのスキルアップと、営業組織見直しによるコミ

ュニケーション改革を行います。 

  

③基幹システムの刷新による業務改革とインフラの構築 

 スマートフォン等の新しいデバイスやお客さまのニーズの変化に迅速に対応できる汎用性の高いシス

テムを構築いたします。 

  

※ 成婚退会率とは、退会された会員数の内、「結婚・婚約・交際」を理由に退会された会員数の割

合です。 

  

（４）会社の対処すべき課題
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

(単位：千円)

第27期 
(2011年２月20日) 

第28期 
(2012年２月20日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 329,474 389,078

売掛金 324,075 353,355

前払費用 42,268 38,745

繰延税金資産 13,176 14,017

預け金 128,684 135,007

関係会社預け金 ※1  1,800,000 ※1  1,800,000

金銭の信託 ※2  197,058 ※2  204,894

その他 6,143 17,690

貸倒引当金 △1,617 △1,412

流動資産合計 2,839,263 2,951,377

固定資産   

有形固定資産   

建物 211,601 283,838

減価償却累計額 △171,776 △223,944

建物（純額） 39,824 59,894

工具、器具及び備品 324,525 380,336

減価償却累計額 △220,693 △267,865

工具、器具及び備品（純額） 103,832 112,471

有形固定資産合計 143,657 172,365

無形固定資産   

ソフトウエア 82,695 91,620

その他 3,650 3,650

無形固定資産合計 86,345 95,270

投資その他の資産   

投資有価証券 676,771 524,772

関係会社株式 － 87,122

敷金 262,140 273,132

保険積立金 271,951 327,460

長期前払費用 604 396

貸倒引当金 △90,000 －

投資その他の資産合計 1,121,468 1,212,884

固定資産合計 1,351,471 1,480,520

資産合計 4,190,735 4,431,898
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(単位：千円)

第27期 
(2011年２月20日) 

第28期 
(2012年２月20日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 53,289 63,367

未払金 54,682 51,677

未払費用 94,306 108,914

未払法人税等 72,681 72,519

未払消費税等 6,868 15,117

前受金 138,232 199,015

賞与引当金 11,674 12,991

役員業績報酬引当金 14,562 20,690

設備関係未払金 21,303 589

その他 832 1,352

流動負債合計 468,433 546,234

固定負債   

繰延税金負債 95,044 81,071

退職給付引当金 33,475 45,148

資産除去債務 － 51,143

長期未払金 48,330 48,330

固定負債合計 176,850 225,694

負債合計 645,283 771,929

純資産の部   

株主資本   

資本金 444,000 444,000

資本剰余金   

資本準備金 450,000 450,000

資本剰余金合計 450,000 450,000

利益剰余金   

利益準備金 60,000 60,000

その他利益剰余金   

別途積立金 1,870,000 2,070,000

繰越利益剰余金 406,118 333,176

利益剰余金合計 2,336,118 2,463,176

自己株式 △278 △312

株主資本合計 3,229,840 3,356,864

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 302,546 287,876

評価・換算差額等合計 302,546 287,876

新株予約権 13,065 15,228

純資産合計 3,545,452 3,659,969

負債純資産合計 4,190,735 4,431,898
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（２）損益計算書 
(単位：千円)

第27期 
(自 2010年２月21日
 至 2011年２月20日) 

第28期 
(自 2011年２月21日
 至 2012年２月20日) 

売上高 3,838,926 4,028,860

売上原価 1,681,790 1,814,403

売上総利益 2,157,136 2,214,457

販売費及び一般管理費 ※1  1,678,295 ※1  1,733,785

営業利益 478,840 480,672

営業外収益   

受取利息 10,888 7,861

受取配当金 18,616 20,514

雑収入 945 937

営業外収益合計 30,450 29,313

営業外費用   

雑損失 5 35

営業外費用合計 5 35

経常利益 509,285 509,950

特別損失   

災害による損失 － ※2  10,592

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 37,949

その他 － 8,827

特別損失合計 － 57,368

税引前当期純利益 509,285 452,581

法人税、住民税及び事業税 208,855 176,014

法人税等調整額 2,945 32,515

法人税等合計 211,801 208,530

当期純利益 297,484 244,051
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（３）株主資本等変動計算書 
(単位：千円)

第27期 
(自 2010年２月21日
 至 2011年２月20日) 

第28期 
(自 2011年２月21日
 至 2012年２月20日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 444,000 444,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 444,000 444,000

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 450,000 450,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 450,000 450,000

資本剰余金合計   

前期末残高 450,000 450,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 450,000 450,000

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 60,000 60,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 60,000 60,000

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 1,620,000 1,870,000

当期変動額   

別途積立金の積立 250,000 200,000

当期変動額合計 250,000 200,000

当期末残高 1,870,000 2,070,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 475,630 406,118

当期変動額   

剰余金の配当 △116,996 △116,994

別途積立金の積立 △250,000 △200,000

当期純利益 297,484 244,051

当期変動額合計 △69,512 △72,942

当期末残高 406,118 333,176

利益剰余金合計   

前期末残高 2,155,630 2,336,118

当期変動額   

剰余金の配当 △116,996 △116,994

別途積立金の積立 － －

当期純利益 297,484 244,051

当期変動額合計 180,487 127,057

当期末残高 2,336,118 2,463,176
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(単位：千円)

第27期 
(自 2010年２月21日 
 至 2011年２月20日) 

第28期 
(自 2011年２月21日 
 至 2012年２月20日) 

自己株式   

前期末残高 △224 △278

当期変動額   

自己株式の取得 △54 △33

当期変動額合計 △54 △33

当期末残高 △278 △312

株主資本合計   

前期末残高 3,049,406 3,229,840

当期変動額   

剰余金の配当 △116,996 △116,994

当期純利益 297,484 244,051

自己株式の取得 △54 △33

当期変動額合計 180,433 127,024

当期末残高 3,229,840 3,356,864

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 217,115 302,546

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 85,430 △14,669

当期変動額合計 85,430 △14,669

当期末残高 302,546 287,876

評価・換算差額等合計   

前期末残高 217,115 302,546

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 85,430 △14,669

当期変動額合計 85,430 △14,669

当期末残高 302,546 287,876

新株予約権   

前期末残高 8,021 13,065

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 5,044 2,162

当期変動額合計 5,044 2,162

当期末残高 13,065 15,228

純資産合計   

前期末残高 3,274,543 3,545,452

当期変動額   

剰余金の配当 △116,996 △116,994

当期純利益 297,484 244,051

自己株式の取得 △54 △33

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 90,475 △12,506

当期変動額合計 270,908 114,517

当期末残高 3,545,452 3,659,969
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（４）キャッシュ・フロー計算書 
(単位：千円)

第27期 
(自 2010年２月21日
 至 2011年２月20日) 

第28期 
(自 2011年２月21日
 至 2012年２月20日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 509,285 452,581

減価償却費 119,177 126,758

貸倒引当金の増減額（△は減少） △435 △205

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,538 1,317

役員業績報酬引当金の増減額（△は減少） △17,314 6,128

退職給付引当金の増減額（△は減少） 10,954 11,673

長期未払金の増減額（△は減少） △2,450 －

受取利息及び受取配当金 △29,505 △28,375

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 37,949

売上債権の増減額（△は増加） 23,300 △29,280

前払費用の増減額（△は増加） △13,615 3,522

金銭の信託の増減額（△は増加） 59,776 △7,835

その他の流動資産の増減額（△は増加） △296 △14,054

営業債務の増減額（△は減少） 7,906 10,077

未払金の増減額（△は減少） △5,596 △3,005

未払費用の増減額（△は減少） △3,902 14,608

未払消費税等の増減額（△は減少） 3,836 8,248

前受金の増減額（△は減少） △39,709 60,783

その他の流動負債の増減額（△は減少） △3,125 677

その他 6,761 △171

小計 623,511 651,398

利息及び配当金の受取額 30,814 30,882

法人税等の支払額 △284,351 △176,334

営業活動によるキャッシュ・フロー 369,974 505,946

投資活動によるキャッシュ・フロー   

関係会社株式の取得による支出 － △87,122

有形固定資産の取得による支出 △41,133 △98,431

無形固定資産の取得による支出 △56,412 △70,936

敷金の差入による支出 △891 △13,871

敷金の回収による収入 2,207 2,879

保険積立金の積立による支出 － △55,508

投資活動によるキャッシュ・フロー △96,229 △322,990

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △54 △33

配当金の支払額 △116,996 △116,994

財務活動によるキャッシュ・フロー △117,050 △117,027

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 156,693 65,927

現金及び現金同等物の期首残高 2,101,464 2,258,158

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  2,258,158 ※1  2,324,085
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該当事項はありません。 

  

  

 
  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）重要な会計方針

項目
第27期

(自 2010年２月21日
至 2011年２月20日)

第28期
(自 2011年２月21日
至 2012年２月20日)

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

───── (1) 子会社株式

  移動平均法による原価法を採用し

ております。

その他有価証券

 時価のあるもの

  決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。

(2) その他有価証券

 時価のあるもの

同左

 時価のないもの

  移動平均法による原価法を採用し

ております。

 時価のないもの

同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

  経済的耐用年数に基づく定額法を

採用しております。

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物 
(建物附属設備)

３～10年

器具及び備品 ３～５年

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

  自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（３

年）に基づく定額法を採用しており

ます。

(2) 無形固定資産

同左

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員に支給する賞与に備え、支

給見込額のうち当事業年度に負担す

べき金額を計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(3) 役員業績報酬引当金

  役員に支給する業績報酬に備える

ため、支給見込額のうち当事業年度

に負担すべき金額を計上しておりま

す。

(3) 役員業績報酬引当金

同左

㈱ツヴァイ（2417）平成24年２月期決算短信[日本基準]（非連結）

－14－



 
  

 

項目
第27期

(自 2010年２月21日
至 2011年２月20日)

第28期
(自 2011年２月21日
至 2012年２月20日)

(4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

および年金資産の見込額に基づき、

計上しております。

  数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間内の一

定の年数(10年)による定額法により

翌事業年度から費用処理することと

しております。

（会計方針の変更）

  当事業年度より、「退職給付に係

る会計基準」の一部改正（その3）

（企業会計基準第19号 平成20年7

月31日）を適用しております。 

 なお、当該変更に伴う損益に与え

る影響はありません。

(4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

および年金資産の見込額に基づき、

計上しております。

  数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間内の一

定の年数(10年)による定額法により

翌事業年度から費用処理することと

しております。

  

 

４．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金

および容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３か月以内に償還

期限の到来する短期投資からなってお

ります。

同左

５．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1) 消費税等の会計処理

  消費税および地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっております。

(1) 消費税等の会計処理

同左

(2) 所有権移転外ファイナンス・リー
ス取引のうち、リース取引開始日が
2009年２月20日以前のものについて
は、通常の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によっております。 
 

(2)           同左

（７）重要な会計方針の変更

【会計方針の変更】

第27期
(自 2010年２月21日
至 2011年２月20日)

第28期
(自 2011年２月21日
至 2012年２月20日)

─────
 

(資産除去債務に関する会計基準の適用)

 当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用

しております。

  これにより、当事業年度の営業利益及び経常利益は

4,616千円減少し、税引前当期純利益は42,565千円減

少しております。
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【追加情報】

第27期
(自 2010年２月21日
至 2011年２月20日)

第28期
(自 2011年２月21日
至 2012年２月20日)

─────
 

(法人税等の変更等による影響)

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図る

ための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年

法律第 114号）及び「東日本大震災からの復興のた

めの施策を実施するために必要な財源の確保に関する

特別措置法」（平成23年法律第117号）が2011年12月

２日に公布され2012年４月１日以後に開始される事業

年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税

が行われることとなりました。

 これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算

に使用する法定実効税率は従来の40.4％から、2014年

2月期に解消が見込まれる一時差異については37.8％

に、2017年2月期以降に解消が見込まれる一時差異に

ついては35.4％となります。この税率変更により、繰

延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金

額）は14,799千円減少し、当事業年度に計上された法

人税等調整額が7,482千円、その他有価証券評価差額

金が22,281千円、それぞれ増加しております。
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（８）財務諸表に関する注記事項

(貸借対照表関係)

第27期
（2011年２月20日）

第28期
（2012年２月20日）

※１ 関係会社預け金は、イオン株式会社との金銭消費

寄託契約に基づく寄託運用預け金等であります。 

 

※１          同左

※２ サービス未提供部分の前受金を保全するため、金

融機関に金銭の信託をしているものであります。 

 

※２          同左

(損益計算書関係)

第27期
(自 2010年２月21日
至 2011年２月20日)

第28期
(自 2011年２月21日
至 2012年２月20日)

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は5％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は95％であ

ります。

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は5％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は95％であ

ります。

 

  主要な費目および金額は次のとおりであります。

役員報酬 97,187千円

社員給与 139,418千円

社員賞与 62,546千円

フレックス社員等給与 105,306千円

地代家賃 316,166千円

店舗維持費 107,996千円

減価償却費 119,177千円

通信費 89,337千円

事務用消耗品費 218,302千円

賞与引当金繰入額 11,674千円

役員業績報酬引当金繰入額 14,562千円

退職給付費用 27,301千円

貸倒引当金繰入額 1,147千円
 

  主要な費目および金額は次のとおりであります。

役員報酬 113,633千円

社員給与 132,628千円

社員賞与 76,816千円

フレックス社員等給与 121,339千円

地代家賃 312,493千円

店舗維持費 108,379千円

減価償却費 126,758千円

通信費 93,425千円

事務用消耗品費 209,527千円

賞与引当金繰入額 12,991千円

役員業績報酬引当金繰入額 20,690千円

退職給付費用 27,903千円

貸倒引当金繰入額 1,115千円

       ※２ 災害による損失

   2011年３月11日に発生した東日本大震災に伴う被

災拠点の修繕費、被災拠点閉鎖中の固定費、被災自

治体への義援金などであります。
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第27期（自 2010年２月21日 至 2011年２月20日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（注）自己株式数の増加76株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 
  

３．配当に関する事項 

 (1）配当金支払額 

   

 (2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
  

  

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度末 
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

発行済株式

 普通株式 3,900,000 ― ― 3,900,000

合計 3,900,000 ― ― 3,900,000

自己株式

 普通株式 119 76 ― 195

合計 119 76 ― 195

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数
当事業年度末
残高（千円）前事業

年度末
当事業年度

増加
当事業年度

減少
当事業 
年度末

提出会社
ストック・オプションと
しての新株予約権

― ― ― ― ― 13,065

合計 ― ― ― ― 13,065

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

2010年４月６日 
取締役会

普通株式 116,996 30 2010年２月20日 2010年４月28日

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2011年４月５日 
取締役会

普通株式 116,994 利益剰余金 30 2011年２月20日 2011年４月26日
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第28期（自 2011年２月21日 至 2012年２月20日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（注）自己株式数の増加41株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 
  

３．配当に関する事項 

 (1）配当金支払額 

   

 (2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

前事業年度末 
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

発行済株式

 普通株式 3,900,000 ― ― 3,900,000

合計 3,900,000 ― ― 3,900,000

自己株式

 普通株式 195 41 ― 236

合計 195 41 ― 236

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数
当事業年度末
残高（千円）前事業

年度末
当事業年度

増加
当事業年度

減少
当事業 
年度末

提出会社
ストック・オプションと
しての新株予約権

― ― ― ― ― 15,228

合計 ― ― ― ― 15,228

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

2011年４月６日 
取締役会

普通株式 116,994 30 2011年２月20日 2011年４月26日

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2012年４月５日 
取締役会

普通株式 116,992 利益剰余金 30 2012年２月20日 2012年４月26日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

第27期
(自 2010年２月21日
至 2011年２月20日)

第28期
(自 2011年２月21日
至 2012年２月20日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金 329,474千円

預け金 128,684千円

関係会社預け金 1,800,000千円

現金及び現金同等物 2,258,158千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金 389,078千円

預け金 135,007千円

関係会社預け金 1,800,000千円

現金及び現金同等物 2,324,085千円

(リース取引関係)

第27期
(自 2010年２月21日
至 2011年２月20日)

第28期
(自 2011年２月21日
至 2012年２月20日)

リース取引開始日が2009年２月20日以前の所有権が借主

に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

リース取引開始日が2009年２月20日以前の所有権が借主

に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
（千円）

減価償却累 
計額相当額 
（千円）

期末残高
相当額 
（千円）

器具及び備品 5,701 5,075 625

合計 5,701 5,075 625

取得価額
相当額 
（千円）

減価償却累 
計額相当額 
（千円）

期末残高
相当額 
（千円）

器具及び備品 1,274 1,134 140

合計 1,274 1,134 140

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 592千円

１年超 172千円

合計 765千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 172千円

１年超 －千円

合計 172千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 1,575千円

減価償却費相当額 1,289千円

支払利息相当額 36千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 605千円

減価償却費相当額 485千円

支払利息相当額 12千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

           同左

(5) 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

   

(5) 利息相当額の算定方法

           同左
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第27期（自 2010年２月21日 至 2011年２月20日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

 当社は、運転資金及び設備投資資金を基本として自己資金で賄っております。また、一時的な余剰

資金の運用については安全性の高い金融資産で運用しております。 

 なお、デリバティブに関する取引は行っておりません。 

  

（2）金融商品の内容及びそのリスク 

  

 売掛金および敷金は、取引先の信用リスクに晒されております。 

 投資有価証券は、主に上場株式であり、市場価格の変動リスク及び信用リスクに晒されておりま

す。 

 営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。 

  

（3）金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

 当社は、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早

期把握や貸倒れリスクの軽減を図っております。 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

 当社は、投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

 当社は、適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リス

クを管理しております。 

  

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補則説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条

件等によった場合、当該時価が異なることもあります。 

  

(金融商品関係)
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２．金融商品の時価等に関する事項 

 2011年２月20日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。

（（注２)参照） 

  

 
（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

資産 

（1）現金及び預金、（2）売掛金、（3）預け金、（4）関係会社預け金及び（5）金銭の信託 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。 

（6）投資有価証券 

 投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。 

（7）敷金 

 敷金の時価については、一定の債権分類ごとに合理的に見積もった償還予定時期に基づき、リ

スクフリー・レートで割り引いた現在価値により算定しております。 

負債 

（1）買掛金、（2）未払金及び（3）設備関係未払金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。 

（4）長期未払金 

 長期未払金の時価については、合理的に見積もった支払予定時期に基づき、リスクフリー・レ

ートで割り引いた現在価値により算定しております。 

  

貸借対照表計上額
（千円）

時 価
（千円）

差額
（千円）

（1）現金及び預金 329,474 329,474 －

（2）売掛金 324,075 324,075 －

（3）預け金 128,684 128,684 －

（4）関係会社預け金 1,800,000 1,800,000 －

（5）金銭の信託 197,058 197,058 －

（6）投資有価証券 673,771

 貸倒引当金 △90,000

583,771 583,771 －

（7）敷金 262,140 257,694 △4,446

 資産計 3,625,205 3,620,758 △4,446

（1）買掛金 53,289 53,289 －

（2）未払金 54,682 54,682 －

（3）設備関係未払金 21,303 21,303 －

（4）長期未払金 48,330 48,123 △206

 負債計 177,605 177,398 △206
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 
 上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「（6）投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 

  

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

 
  

（追加情報） 

 当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年3月10日）及び

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年3月10日）を

適用しております。 

  

第28期（自 2011年２月21日 至 2012年２月20日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

 当社は、運転資金及び設備投資資金を基本として自己資金で賄っております。また、一時的な余剰

資金の運用については安全性の高い金融資産で運用しております。 

 なお、デリバティブに関する取引は行っておりません。 

  

（2）金融商品の内容及びそのリスク 

 売掛金および敷金は、取引先の信用リスクに晒されております。 

 投資有価証券は、主に上場株式であり、市場価格の変動リスク及び信用リスクに晒されておりま

す。 

 営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。 

  

（3）金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

 当社は、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早

期把握や貸倒れリスクの軽減を図っております。 

区分
貸借対照表計上額

（千円）

非上場株式 3,000

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 329,474 － － －

売掛金 324,075 － － －

預け金 128,684 － － －

関係会社預け金 1,800,000 － － －

金銭の信託 197,058 － － －

合計 2,779,292 － － －
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② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

 当社は、投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

 当社は、適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リス

クを管理しております。 

  

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補則説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条

件等によった場合、当該時価が異なることもあります。 

  

２．金融商品の時価等に関する事項 

 2012年２月20日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。

（（注２)参照） 

  

 
（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

資産 

（1）現金及び預金、（2）売掛金、（3）預け金、（4）関係会社預け金及び（5）金銭の信託 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。 

（6）投資有価証券 

 投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。 

貸借対照表計上額
（千円）

時 価
（千円）

差額
（千円）

（1）現金及び預金 389,078 389,078 －

（2）売掛金 353,355 353,355 －

（3）預け金 135,007 135,007 －

（4）関係会社預け金 1,800,000 1,800,000 －

（5）金銭の信託 204,894 204,894 －

（6）投資有価証券 521,772 521,772 －

（7）敷金 273,132 270,630 △2,501

 資産計 3,677,242 3,674,740 △2,501

（1）買掛金 63,367 63,367 －

（2）未払金 51,677 51,677 －

（3）設備関係未払金 589 589 －

（4）長期未払金 48,330 48,132 △197

 負債計 163,964 163,767 △197
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（7）敷金 

 敷金の時価については、一定の債権分類ごとに合理的に見積もった償還予定時期に基づき、リ

スクフリー・レートで割り引いた現在価値により算定しております。 

負債 

（1）買掛金、（2）未払金及び（3）設備関係未払金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。 

（4）長期未払金 

 長期未払金の時価については、合理的に見積もった支払予定時期に基づき、リスクフリー・レ

ートで割り引いた現在価値により算定しております。 

  

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 
 上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「（6）投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 

  

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

 
  

区分
貸借対照表計上額

（千円）

関係会社株式 87,122

非上場株式 3,000

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 389,078 － － －

売掛金 353,355 － － －

預け金 135,007 － － －

関係会社預け金 1,800,000 － － －

金銭の信託 204,894 － － －

合計 2,882,336 － － －
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当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

(有価証券関係)

第27期（自 2010年２月21日 至 2011年２月20日）

１．その他有価証券（2011年２月20日）

区分
貸借対照表計上額

（千円）
取得原価
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの

株式 532,030 24,000 508,030

小計 532,030 24,000 508,030

貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの

株式 51,741 52,143 △402

小計 51,741 52,143 △402

合計 583,771 76,143 507,628

第28期（自 2011年２月21日 至 2012年２月20日）

１．その他有価証券（2012年２月20日）

区分
貸借対照表計上額

（千円）
取得原価
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの

株式 470,031 24,000 446,031

小計 470,031 24,000 446,031

貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの

株式 141,863 142,265 △402

小計 141,863 142,265 △402

合計 611,894 166,265 445,629

(デリバティブ取引関係)

第27期（自 2010年２月21日 至 2011年２月20日）

第28期（自 2011年２月21日 至 2012年２月20日）
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(退職給付関係)

第27期
(2011年２月20日)

第28期
(2012年２月20日)

１．採用している退職給付制度の概要

  当社は、親会社であるイオン株式会社および同社の

主要国内関係会社で設立している確定給付型の企業年

金基金制度並びに確定拠出年金制度および退職金前払

制度を設けております。

１．採用している退職給付制度の概要

同左

２．退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △225,043千円

年金資産 168,949千円

未積立退職給付債務 △56,094千円

未認識数理計算上の差異 22,618千円

退職給付引当金 33,475千円

２．退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △246,921千円

年金資産 169,571千円

未積立退職給付債務 △77,349千円

未認識数理計算上の差異 32,200千円

退職給付引当金 45,148千円

 

３．退職給付費用に関する事項

  (自 2010年２月21日 至 2011年２月20日)

勤務費用 4,395千円

利息費用 5,183千円

期待運用収益 △2,096千円

数理計算上の差異の費用処理額 11,305千円

その他（注） 8,513千円

退職給付費用 27,301千円

(注1) 確定拠出年金の掛金支払額および退職金前払制

度による従業員に対する前払退職金支給額であ

ります。

 

３．退職給付費用に関する事項

  (自 2011年２月21日 至 2012年２月20日)

勤務費用 4,317千円

利息費用 5,401千円

期待運用収益 △2,044千円

数理計算上の差異の費用処理額 11,734千円

その他（注） 8,495千円

退職給付費用 27,903千円

(注) 確定拠出年金の掛金支払額および退職金前払制

度による従業員に対する前払退職金支給額であ

ります。

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.4％

期待運用収益率 1.28％

数理計算上の差異の 
処理年数

発生翌年度より
10年

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 1.9％

期待運用収益率 1.21％

数理計算上の差異の
処理年数

発生翌年度より
10年
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１ 当該事業年度における費用計上額及び科目名 

  

  

 
  

  

 
  

(ストック・オプション等関係)

第27期（自 2010年２月21日 至 2011年２月20日）

   販売費及び一般管理費  5,044千円

２ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

会社名 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権

決議年月日 2008年３月27日 2009年４月６日 2010年４月６日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役５ 当社取締役６ 当社取締役６

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 8,500 普通株式 9,500 普通株式 9,500

付与日 2008年４月21日 2009年４月21日 2010年４月21日

権利確定条件 ― ― ―

対象勤務期間 ― ― ―

権利行使期間
2008年５月21日
 ～2023年５月20日

2009年５月21日
～2024年５月20日

2010年５月21日
～2025年５月20日

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

① ストック・オプションの数

会社名 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権

決議年月日 2008年３月27日 2009年４月６日 2010年４月６日

権利確定前

 期首(株) ― ― ―

 付与(株) ― ― 9,500

 失効(株) ― ― ―

 権利確定(株) ― ― 9,500

 未確定残(株) ― ― ―

権利確定後

 期首(株) 8,500 9,500 ―

 権利確定(株) ― ― 9,500

 権利行使(株) ― ― ―

 失効(株) ― ― ―

 未行使残(株) 8,500 9,500 9,500
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ブラック・ショールズ式 

2004年10月28日～2010年４月20日の株価実績に基づき算定しております。 

権利行使期間の中間点において行使されたものとして算定しております。 

2010年２月期の配当実績によっております。 

予想残存期間と同期間に対応する国債の利回りに基づき算定しております。 

  

１ 当該事業年度における費用計上額及び科目名 

  

  

 
  

② 単価情報

会社名 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権

決議年月日 2008年３月27日 2009年４月６日 2010年４月６日

権利行使価格(円) 1 1 1

行使時平均株価(円) ― ― ―

付与日における公正な 
評価単価（円）

472 422 531

３ 当事業年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

(1) 使用した算定技法

(2) 使用した主な基礎数値及びその見積方法

① 株価変動性   38.94％

② 予想残存期間   7.5年

③ 予想配当    30円／株

④ 無リスク利子率  0.90％

第28期（自 2011年２月21日 至 2012年２月20日）

   販売費及び一般管理費  2,162千円

２ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

会社名 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権

決議年月日 2008年３月27日 2009年４月６日 2010年４月６日 2011年４月５日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役５ 当社取締役６ 当社取締役６ 当社取締役5

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 8,500 普通株式 9,500 普通株式 9,500 普通株式 4,300

付与日 2008年４月21日 2009年４月21日 2010年４月21日 2011年４月21日

権利確定条件 ― ― ― ―

対象勤務期間 ― ― ― ―

権利行使期間
2008年５月21日
～2023年５月20日

2009年５月21日
～2024年５月20日

2010年５月21日
～2025年５月20日

2011年５月21日
～2026年５月20日
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ブラック・ショールズ式 

2004年10月28日～2011年４月20日の株価実績に基づき算定しております。 

権利行使期間の中間点において行使されたものとして算定しております。 

2011年２月期の配当実績によっております。 

予想残存期間と同期間に対応する国債の利回りに基づき算定しております。 

  

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

① ストック・オプションの数

会社名 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第4回新株予約権

決議年月日 2008年３月27日 2009年４月６日 2010年４月６日 2011年４月５日

権利確定前

 期首(株) ― ― ― ―

 付与(株) ― ― ― 4,300

 失効(株) ― ― ― ―

 権利確定(株) ― ― ― 4,300

 未確定残(株) ― ― ― ―

権利確定後

 期首(株) 8,500 9,500 9,500 ―

 権利確定(株) ― ― ― 4,300

 権利行使(株) ― ― ― ―

 失効(株) ― ― ― ―

 未行使残(株) 8,500 9,500 9,500 4,300

② 単価情報

会社名 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権

決議年月日 2008年３月27日 2009年４月６日 2010年４月６日 2011年４月５日

権利行使価格(円) 1 1 1 1

行使時平均株価(円) ― ― ― ―

付与日における公正な 
評価単価（円）

472 422 531 503

３ 当事業年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

(1) 使用した算定技法

(2) 使用した主な基礎数値及びその見積方法

① 株価変動性   36.21％

② 予想残存期間   7.5年

③ 予想配当    30円／株

④ 無リスク利子率  0.87％
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(税効果会計関係)

第27期 
(2011年２月20日)

第28期
(2012年２月20日)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 (1) 流動の部

繰延税金資産

未払事業税 5,973千円

賞与引当金 4,716千円

その他 2,486千円

合計 13,176千円

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 (1) 流動の部

繰延税金資産

未払事業税 5,831千円

賞与引当金 5,248千円

その他 2,937千円

合計 14,017千円

 

 (2) 固定の部

繰延税金資産

貸倒引当金 36,360千円

長期未払金 19,525千円

減価償却 16,886千円

投資有価証券評価損 14,689千円

退職給付引当金 13,524千円

その他 9,052千円

合計 110,037千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △205,081千円

合計 △205,081千円

繰延税金負債の純額 △95,044千円

 

 (2) 固定の部

繰延税金資産

長期未払金 17,108千円

減価償却 16,950千円

退職給付引当金 16,926千円

資産除去債務 18,456千円

その他 11,230千円

合計 80,672千円

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除
去費用

△3,991千円

その他有価証券評価差額金 △157,752千円

合計 △161,744千円

繰延税金負債の純額 △81,071千円

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因

法定実効税率 40.4％

(調整)

住民税均等割 2.7％

交際費等永久に損金に
算入されない項目

1.0％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△0.7％

その他 △1.8％

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率

41.6％

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因

法定実効税率 40.4％

(調整)

住民税均等割 3.1％

交際費等永久に損金に
算入されない項目

1.8％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△0.9％

税率変更による影響 1.7％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

46.1％
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第27期 
(2011年２月20日)

第28期
(2012年２月20日)

３．法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税

金負債の修正

  「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図

るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23

年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のた

めの施策を実施するために必要な財源の確保に関する

特別措置法」（平成23年法律第117号）が2011年12月2

日に公布され、2012年4月1日以降に開始する事業年度

から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行

われることになりました。

  これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算

に使用する法定実効税率は従来の40.4％から、2014年

2月期に解消が見込まれる一時差異については37.8％

に、2017年2月期に解消が見込まれる一時差異につい

ては35.4％となります。この税率変更により、繰延税

金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）

は14,799千円減少し、当事業年度に計上された法人税

等調整額が7,482千円、その他有価証券評価差額金が

22,281千円、それぞれ増加しております。
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

第28期（2012年２月20日） 
  

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの 
  
１．当該資産除去債務の概要 

  本社・営業拠点の建物賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 

  

２．当該資産除去債務の金額の算定方法 

 使用見込期間を取得から8～10年と見積り、割引率は1.029％～1.281％を使用して資産除去債務の金

額を計算しております。 

  

３．当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減 
  

 
  

（注）当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）お

よび「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月

31日）を適用したことによる期首時点における残高であります。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

(企業結合等関係)

第27期（自 2010年２月21日 至 2011年２月20日）

第28期（自 2011年２月21日 至 2012年２月20日）

(資産除去債務関係)

期首残高 51,054千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 2,390千円

時の経過による調整額 397千円

資産除去債務の履行による減少額 △2,697千円

期末残高 51,143千円

(賃貸等不動産関係)

第27期（自 2010年２月21日 至 2011年２月20日）

第28期（自 2011年２月21日 至 2012年２月20日）
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 当社は、結婚相手紹介サービス業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

１．製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記

載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

（1）売上高 

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

  

（2）有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。 

  

（3）主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省

略しております。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

(追加情報) 

 当事業年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成21年３月27

日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号  平成

20年３月21日)を適用しております。 

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

第28期（自 2011年２月21日 至 2012年２月20日）

(関連情報)

(報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報)

第28期（自 2011年２月21日 至 2012年２月20日）

(報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報)

第28期（自 2011年２月21日 至 2012年２月20日）

(報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報)

第28期（自 2011年２月21日 至 2012年２月20日）
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第27期（自 2010年２月21日 至 2011年２月20日） 

１ 関連当事者との取引 

(1) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等 

  

 
(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．資金の寄託運用等の取引金額は、当事業年度中の増減額を記載しております。 

３．取引条件及び取引条件の決定方針等 

  寄託運用資金の適用金利は、市場金利を勘案し決定しております。 

  

(2) 財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等 

  

 
(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．取引金額は、当事業年度中の増減額を記載しております。 

３．取引条件及び取引条件の決定方針等 

  預け金の適用金利は、市場金利を勘案し決定しております。 

  

２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

(1) 親会社情報 

イオン株式会社（東京証券取引所に上場）  

  

(2) 重要な関連会社の要約財務情報 

関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

(関連当事者情報)

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等 
の被所有 
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高 
(千円)

親会社
イオン株式会
社

千葉県 
千葉市 
美浜区

199,054
純粋持株会
社

直接 65.14
間接 4.51

資金運用等 
役員の兼任

資金の寄託
運用等 
利息の受取

300,000
10,489

関係会社預
け金

1,800,000

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等 
の被所有 
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高 
(千円)

親会社
の子会
社

イオンリテー
ル株式会社

千葉県 
千葉市 
美浜区

48,970 総合小売業 － 支払代行
支払事務の
委託

45,804 預け金 128,684
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第28期（自 2011年２月21日 至 2012年２月20日） 

１ 関連当事者との取引 

(1) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等 

  

 
(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．資金の寄託運用等の取引金額は、当事業年度中の増減額を記載しております。 

３．取引条件及び取引条件の決定方針等 

  寄託運用資金の適用金利は、市場金利を勘案し決定しております。 

  

(2) 財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等 

  

 
(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．取引金額は、当事業年度中の増減額を記載しております。 

３．取引条件及び取引条件の決定方針等 

  預け金の適用金利は、市場金利を勘案し決定しております。 

  

２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

(1) 親会社情報 

イオン株式会社（東京証券取引所に上場）  

  

(2) 重要な関連会社の要約財務情報 

関連会社がないため、該当事項はありません。 

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等 
の被所有 
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高 
(千円)

親会社
イオン株式会
社

千葉県 
千葉市 
美浜区

199,054
純粋持株会
社

直接 65.30
間接 4.36

資金運用等 
役員の兼任

資金の寄託
運用等 
利息の受取

－
7,543

関係会社預
け金

1,800,000

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等 
の被所有 
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高 
(千円)

親会社
の子会
社

イオンリテー
ル株式会社

千葉県 
千葉市 
美浜区

48,970 総合小売業 － 支払代行
支払事務の
委託

6,323 預け金 135,007
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（注） 

 １．１株当たり純資産額の算定上の基礎 

  

 
  

 ２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎 

  

(１株当たり情報)

第27期
(自 2010年２月21日
至 2011年２月20日)

第28期
(自 2011年２月21日
至 2012年２月20日)

１株当たり純資産額 905.79円 １株当たり純資産額 934.61円

１株当たり当期純利益 76.28円 １株当たり当期純利益 62.58円

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益

75.78円
潜在株式調整後１株当た
り当期純利益

62.09円

第27期
（2011年２月20日)

第28期
（2012年２月20日)

純資産の部合計額（千円） 3,545,452 3,659,969

普通株式に係る純資産額（千円） 3,532,386 3,644,740

差額の主な内訳（千円）

 新株予約権 13,065 15,228

普通株式の発行済株式数（株） 3,900,000 3,900,000

普通株式の自己株式数（株） 195 236

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（株）

3,899,805 3,899,764

第27期
(自 2010年２月21日
至 2011年２月20日)

第28期
(自 2011年２月21日
至 2012年２月20日)

当期純利益（千円） 297,484 244,051

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純利益（千円） 297,484 244,051

普通株式の期中平均株式数 （株） 3,899,833 3,899,801

潜在株式調整後１株当たり当期純利益調整額
（千円）

― ―

普通株式増加数（株） 25,928 31,062

（うち新株予約権） (25,928) (31,062)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式
の概要

― ―
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

(重要な後発事象)

第27期（自 2010年２月21日 至 2011年２月20日）

第28期（自 2011年２月21日 至 2012年２月20日）
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当社は、2012年５月11日開催の第28期定時株主総会および同株主総会後の取締役会により、次のとお

り役員の異動を行う予定であります。 

１．退任予定代表取締役 

    代表取締役会長 田路 正 

  

１．新任取締役候補 

    取締役 江口  勉（現 ㈱イオンファンタジー取締役） 

    取締役 後藤 喜一（現 管理本部長） 

２．退任予定取締役 

    取締役 古谷  寛 

    取締役 小櫻 和志 

  

 該当事項はありません。 

５．その他

（１）役員の異動

① 代表取締役の異動

② その他役員の異動

(2) その他
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